ほぼ週刊コラム　Partnership論　その１４８
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
第十三回勉強会（年表項目9：1991年Centesimus Annus）の準備（１）：
Centesimus Annusで、私が最も重要だと思う事柄：
社会における私達の生命の究極の目的は、国家でも市場でもない。（第五章 第49段落）
2015.07.03　rev.1　齋藤旬
　先々週、Vatican論文の最新版Laudato Si’が発行された。その主題は、on care for our common home、即ち、「私達の共通の家をケアすることについて」。CST（カトリック社会思想）の専門用語で言うならecological conversion --- 環境的回心、または、環境重視への方向転換 --- が主題。これについて、183頁に渡って解説した大著だ。
　ecological conversionとは、地球環境を保全・回復するために、人間社会が発展していく方向を大規模にconvert --- 転換、カトリック用語では「回心」の意味も持つ --- することを指す。初出は2001年で、『神は人間達に被創造物のstewardを任じた』という短い一般向け説教の中で前々教皇のヨハネ・パウロ二世が「全人類にとって喫緊」として示した大きな課題だ。それから14年経ち、現教皇フランシスコが大部の回勅論文とし、先々週発表した。
先月は当コラムでessential collective goodsについて論じた。その具体例として英語独語チャンポンでfreedom, democracy, human rights, Rechtsstaatlichkeit（適当ではないが一般的和訳は、法治国家）などがG7という政治の舞台で論じられていることを紹介した。
これらはもちろん大事だ。哲学者も聖職者も異論はない。ただこれらはG7西洋国家にとって大事なのであって、例えば北朝鮮国家やIslamic Stateは異論を唱えるだろう。Islamic Stateは、その名前からして、Rechts Staatと相容れないに違いない。
　そこで、G7政治家達よりも広い視野で社会思想を提示する立場にあるVaticanは、もっと大事なessential collective goodsがあることを示した。イデオロギーや宗教に関係なく、全てのcollective、つまり社会の全構成員と全ての国家達にとってdefenseすべき共通のessential collective goodsがある。そう、「地球環境」、これに注意喚起を促した。
　地球環境が破壊されてしまえば、freedomもhuman rightsもRechts Staatも、そしてIslamic Stateもへったくれもない。だから、全人類が信条や立場やイデオロギーの違いを超えて、no choiceで、この壊れかけた地球環境を保全・回復しなければならない。
　所謂、top priority no choice proposalをVaticanは全世界に向けて提示した。
　ecological conversionの取組は、「中央集権的に」ではないし、「自由競争に任せる」のでもない。つまり取り組む主体は、国家（state）でも市場（market）でもない。この「国家でも市場でもない」の考え方が、今週の「最も言いたいこと」であり、今週のコラムタイトルにした、Centesimus Annusの中で私が中心テーマと感じた考え方でもある。
　「国家でも市場でもない」取組、つまり、approach with subsidiarity and solidarity、あるいは、中間組織ネットワークによる取組は、演繹的にも帰納的にも、人間社会の本来の姿として浮かび上がってくる。Centesimus Annusが共通善と人間の尊厳という「社会公理」から演繹的に、また今回、Laudato Si’がecological conversionという現実の「社会問題」から帰納的に、「国家でも市場でもない」の考え方の重要性を説明したことになる。
　Centesimus Annusと同様にLaudato Si’も、当コラムのどこかで解説していく予定。次頁から速報としてLaudato Si’の193段落から196段落を和訳して載せておく。そこでも「国家でも市場もない」の考え方やsubsidiarityが出てくる。参考にされたい。
　なお次回の第十三回勉強会に勉強会受講者の皆さんは、そのテーマであるCentesimus Annusについて和訳し解説した以下の過去ログを熟読して、臨んで頂きたい。Centesimus Annusは、先ほど述べた様に原理から演繹的に、経済や社会のあるべき姿を論じたものであり、重厚なディスカションが可能だ。シッカリと準備して臨んで頂きたい。
その８６　教皇ヨハネ・パウロ二世の1991年回勅『Centesimus Annus　百周年』第四章　改訂訳
　　　　　　～～　冷戦終結後の世界に、相応しい経済systemは何か？　～～
その８７　読解、1991年回勅『百周年 Centesimus Annus』第四章
　　　　　　　～～fair（公平）なjustice（正義）よりも優先するものとは？～～ 
その８９　「人間の尊厳」と「共通善」
　　　　　　～～西洋社会の本質を紐解くためのキーワード～～ 
その９０　読解（２）、1991年回勅『百周年 Centesimus Annus』第四章
　　　　　　何故、the new capitalismが始まった社会においては、集団的自衛の必要性が高まるのか？  
その９５　 教皇ヨハネ・パウロ二世の1991年回勅『Centesimus Annus　百周年』第五章　改訂訳
　　　　　『私達は、国家と市場という両極の間でしばしば窒息死している。a personとしての生命の火を吹き消されている。』
その９６　読解（５の１）　1991年回勅『Centesimus Annus（百周年）』第五章
　　　　　　社会の全構成員の自由を守ることが出来るlegislation（数陳立法）とは何か？ 
その９７　読解（５の２）　1991年回勅『Centesimus Annus（百周年）』第五章
　　　　　verification（真贋判定）：「本質的価値・贋の価値・衰退価値に選別」の具体例 
その９８　1991年回勅『Centesimus Annus』の中で最も重要と私が思う文章
　　　　　　～人間のsocial natureを実現できるのは、国家ではなく、中間団体（intermediary groups）です。～ 
では、Laudato Si’の第五章の193段落から196段落の和訳を次頁に。

今週は以上。来週も請うご期待。
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Chapter five 

LINES OF APPROACH AND ACTION [163-201]　 方向性と行動に関する幾つかの方針
IV. Politics and economy in dialogue for human fulfilment [189-198] 

193．いずれにしても、一方で持続可能な発展には新たな成長形態が必要とされ、他方で既に数十年にわたって貪欲で無責任な成長が行われてしまった現実が厳然とあるのですから、私達は今後、何らかのreasonable limitsを設定した上で成長を抑制しなければなりません。場合によっては、時すでに遅し、遅きに失した、となる前に後退することも考えておかなければなりません。人間の尊厳に値しない生き方を強いられる者達がいるというのに、絶えず消費と破壊を続ける者達の大盤振る舞いがあるのは全く支持できないことだと私達は分かっています。お分かりでしょう、考え直すときが来たのです。この地上世界の或る地域の成長を減速させることによって、他の地域に資源を融通し健全な成長を享受してもらう。この考え方を受け入れるときが来たのです。私の前任者のベネディクト16世は言いました。「先進技術社会は、エネルギー消費を抑え、その利用効率を高め、地に足がついたlifestyleを励行する心構えを持たなければなりません。」

194.　進歩の新たなモデルを考え出すために、“models of global development”
を変更する必要があります。これには、以下の事柄に関し再考する応答責任が必然的に伴います。即ち、「経済の意味とgoalsを、その誤作動と誤用を正す（correct）まなざしを以て」
再考する応答責任が必然的に伴います。中期的に、自然保護と財政収益をバランスさせる、あるいは、環境保護と社会進歩をバランスさせる、これだけでは十分と言えません。中途半端な方策は、不可避な災厄をただ遅らせているに過ぎません。ザックリと言えば、我々はprogress（進歩、あるいは社会進歩）という概念を再定義する必要があるのです。地上世界をより良くし生活の質を総合的に向上する。これら向上を伴わない技術発展・経済発展は、progressではありません。そう、現実にしばしば、経済成長のただ中で --- 環境は劣化し食物の質は低下し資源は枯渇して　--- 人々の生活の質は実は落ちていくのです。従って、持続可能な成長の話題は往々にして、問題の本質から人々の注意をそらし、言い訳を準備する方便とされてしまいがちです。そして、ecologyの言語と価値は単なるfinanceとtechnocracyの範疇に吸い込まれてしまい、businessesが持つ社会責任と環境責任はしばしば、単なる一連のマーケティングとイメージ作り戦略の手段に矮小化されてしまうのです。

195. 利益最大化原則は、しばしば他の約因（consideration） --- 齋藤補遺：契約者双方が感じる「お得感」。それは必ずしも一般的でなく当該契約者独自の「お得感」。詳しくはコラム２７参照方。 --- から切り離されて一人歩きを始めます。利益最大化原則が一人歩きを始めるのは、economyという概念の本来の意味が誤解されているからです。例えば、何か生産が増加しているとき、それが将来資源を先食いして、あるいは、健全な環境を毀損して為されたものであるかどうかに関心はほとんど払われません。森林伐採により生産が増加しているとき、土壌の砂漠化、生物多様性への悪影響、環境汚染拡大、これらによる損失を計算する人は極めてわずかです。一言で言えばbusinessesとは、関連するcostsの断片だけを計算し支払い、利益が出るものを指しています。本来は、「分かち合った環境資源を消費することの経済的および社会的costsが、透明性をもって認識され将来世代や他民族でなく該costsを発生させた者達に負担される
」ならば、そのbusiness活動はethicalであると考えられます。しかしながら現実に稼働している資源配賦の論理組立ては、市場（market）による配賦であれ国家（state）の中央集権的計画による配賦であれ、その時々に現われたneedsへの対応をただ単に静的に分析することによって為されているのです。
196.　ではpoliticsはどうあるべきなのでしょうか？　念頭に置くべきはthe principle of subsidiarity（補完性原理）です。これは、社会の全構成員にcapabilities（法的行為能力）を開発するfreedomを与える一方で、その様に大きな権力（power）を行使する者達に、共通善に関する応分の応答責任感を要求する --- 齋藤補遺：「一方で、」以降の部分はsolidarityの説明ではなかろうか。もっとも、subsidiarityとsolidarityは不可分と言いたいのかもしれない。 --- という原則です。今日、幾つかのeconomic sectors は国家（states）よりも大きな権力（power）を行使しているという事実があります。しかしながら、この種のpoliticsを伴わないeconomicsはjustifyされません。なぜならば、現在起きている危機の様々な側面に対処する他者の方法を好意的にとらえることが出来なくなるからです。環境への誠実な配慮を欠いたmindsetとは、社会の最もvulnerableなmemberを包摂する配慮を欠いたmindsetと同じです。なぜならば、「現代の「成功」と「自立」のモデルにおいては、取り残された人々、生活弱者あるいは生活を成り立たせる才能を磨く機会を得られなかった人々にinvestmentすることは、好ましくないとされている」
からです。
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